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む　す　び

　当年度の一般会計の決算額は、歳入総額 393億9,934万円、歳出総額 385億8,439万円で、

歳入総額から歳出総額及び翌年度へ繰り越すべき財源 1億9,238万円を差し引いた実質収支

額は、6億2,257万円の黒字決算となっている。また、前年度の実質収支額を差し引いた

単年度収支額は 5,837万円の減となった。

　歳入面では、土地開発基金からの繰入金の減（1億7,000万円）や、ふるさと日向市

応援寄附金基金繰入金の減（1億2,885万円）等により、繰入金が 4億9,813万円の減、

地域総合整備資金貸付事業債の減（7億6,500万円）や、学校教育施設設備事業債の減

（4億5,180万円）等により、地方債が 12億3,754万円の減等があったものの、新型

コロナウイルス感染症対策に伴う特別定額給付金給付事業費・事務費補助金の増

（61億1,964万円）や、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増

（10億4,330万円）となったため、歳入総額では、前年度に比べ 73億2,198万円

（22.8％）の増となっている。なお、歳入総額に占める自主財源比率は、前年度より 

7.5ポイント低下の 29.7％となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　一方、歳出面では、災害復旧費の減（9,612万円）や、日向市消防署南分遣所建設事業の

完了等に係る消防費の減（2億4,402万円）等となったものの、新型コロナ緊急経済

対策の特別定額給付金給付事業等による総務費の増（56億8,884万円）や、同じく新型

コロナ対策として実施した営業時間短縮要請協力金交付事業、中小企業等応援給付金

給付事業、応援消費プレミアム付商品券発行事業等により商工費が増（5億3,333万円）

となったため、歳出総額では、前年度に比べ72億3,235万円（23.1％）の増となっている。

　また、その結果を性質別決算状況で見ると義務的経費は、人件費が 1億3,856万円

（2.8％）、扶助費が 2億1,357万円（2.6％）、公債費が 2億1,959万円（6.9％）増加

したことにより、全体では 5億7,172万円（3.5％）の増となっている。投資的経費は

普通建設事業費が 2億8,263万円（6.5％）、災害復旧事業費が 1億779万円（71.4％）

減少したことにより、 3億9,041万円（8.7％）の減となっている。また、その他の

経費においては、投資及び出資金・貸付金が 7億4,506万円（55.4％）の減となっている

ものの、補助費等の増 74億1,790万円（306.8％）等となったため、70億5,104万円

（67.8％）の増となっている。

　この結果、歳出全体に占める構成比率については、義務的経費が 3.5ポイント上昇の

44.2％、投資的経費が 8.7ポイント低下の 10.6％、その他の経費が 67.8ポイント上昇の
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45.2％となった。

　次に特別会計の決算額は、８会計の歳入総額 140億1,762万円、歳出総額

137億9,104万円で、歳入総額から歳出総額及び翌年度へ繰り越すべき財源 5,089万円を

差し引いた実質収支額は 1億7,569万円の黒字決算となっている。前年度と比較し歳入総額

では 1億4,454万円、歳出総額では 1億6,143万円それぞれ減少している。

　決算の状況を普通会計における財政指標の面からみると、財政の弾力性を示す経常収支

比率は 94.5％で、前年度（94.8％）と比較して 0.3ポイント低下、公債費充当一般財源

額の一般財源総額に対する割合で算出し、財政の硬直性を示す公債費負担比率は、16.9％

で、前年度（17.4％）と比較して 0.5ポイント低下している。また、普通会計における

地方債の現在高は、減収補てん債の皆増（7,866万円）や細島小学校改築事業に係る

小学校建設事業債の増（1億4,550万円）等があったものの、ふるさと融資事業に伴う

地域総合整備資金貸付事業債の皆減（7億6,500万円）や小中学校空調設備整備事業に係る

学校教育施設事業債の皆減（5億60万円）等により、前年度（351億8,911万円）に

比べ 11億2,180万円減の 340億6,731万円となっている。引き続き、行財政改革大綱に

基づく地方債残高圧縮等への継続した取り組みを進められたい。

　今日、景気は新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるな

か、持ち直しの動きが続いているものの、一部で弱さが増しているとみられており、先行

きについても、感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種を促進するなかで、各種政策の効

果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、感染の

動向が内外経済に与える影響に十分注意する必要があり、また、金融資本市場の変動等の

影響を注視する必要があるといわれている。

　しかしながら、今後の見通しにあたっては、変異株の感染拡大に歯止めがかからず、緊

急事態宣言期限の再延長や対象地域の追加によって経済活動がさらに制限され、それを受

けて雇用・賃金の削減圧力が強まり、投資が抑制されるなど企業のリストラの動きが広が

ることが最大のリスク要因であるとも指摘されており、その場合には景気が大きく下振れ

する可能性があるというリスク認識も提起されている。

　このような状況のなか、今後の行政運営においては、少子高齢化や人口減少といったこ

れまでの社会的な課題への対応に加え、新型コロナウイルス感染症関係をはじめその時々

の時勢に迅速かつ柔軟に対応することについても留意せざるを得ないため、例年以上に厳

しい財政状況になることが見込まれる。

　今後は、新しい生活様式に基づく市民行動に寄り添った施策展開を考慮しつつ、市民の
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安全安心の確保と社会経済活動との両立や安定的に持続可能な行政サービス水準の在り方

にも留意し、歳入規模に見合った歳出構造への転換をこれまで以上に図っていくことが重

要であり、各種の施策を推進することにより、将来世代へ持続可能な財政基盤の構築に向

けた取組が実効性をもって進められることを望むものである。
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